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平成25年度厚生労働科学研究費補助金(厚生労働科学特別研究事業） 
分担研究報告書 

 
自殺総合対策に必要な融合的研究 

－教育的視点から考える子どもの自殺予防－ 
 

研究協力者 渡辺 弥生 法政大学文学部 
 

研究要旨 
【目的】教育的視点から子どもの自殺予防に資する融合的研究の在り方を明らかにする。 

【方法】自殺総合対策大綱に記された若年層対象の重点施策を見直すとともに、子どもの自殺対策の現状

と未だ十分対応されていない課題を抽出する。 

【結論】自殺予防に寄与し、かつ実行可能な学校予防教育を提言した。 

Ａ．研究目的 
教育的視点から子どもの自殺予防に資する融合的

研究を明らかにする。 
 
Ｂ．研究方法 
１．自殺総合対策大綱をもとに 
  

教育的視点から自殺総合対策に有効な提言をし

ていくためにも、まずは今一度自殺総合対策大綱

で、特に若年層対象に指摘されていることを概観

する必要がある。まずは、そこで記述されている

ことをまとめた。 

 

【背景と課題】 

 児童は精神的な安定を損ないやすい。心の傷は

生涯にわたって影響する。若年層の自殺は増加傾

向にあり深刻である。背景には、核家族化、少子

化、経済の変化、メディアなどの情報媒体の変化

など社会状況の変化がある。こうした変化は、青

少年の心の健康の保持・増進や良好な人格形成、

ストレスに直面したときの対処法などの健康面に

必ずしも望ましい影響を与えていないところがあ

る。そのため、心の健康を育み、ストレスに適切

に対処できる教育として、「予防教育」を重視する

ことが重要である。また、自殺に密接に関連する

と指摘されているいじめへの対応を視野に入れて

おく必要があるほか、若者の場合に自傷行為など

が少なくないことから、自殺未遂等の子どもへの

対応が重要である。さらには、自殺が起きてしま

った場合の周囲の人たちの心のケアについて考え

ることが必要である。 

 

【現在の重点施策】 

○ 大まかな対応策 

 自殺の特徴や傾向を分析し、自殺予防のあり方

について調査研究するよう要請されている。国民

に広く知らしめることとして、体験活動、世代間

交流の活用、命の大切さを実感できる教育、生活

上の困難やストレスに直面したときの対処方法を

身につけるための教育の実施と環境づくりが具体

的に指摘されている。同時に、メディアリテラシ

ー教育と情報モラル教育、違法・有害情報対策を

推進していく必要がある。 

○ 人材養成と心の健康づくり 

 こうした対応策や知見について、学校スタッフ

（担任、養護教諭、スクールカウンセラー、教育

相談担当）が情報を共有できるような研修が必要

である。その際、性的マイノリティなどの人権教

育も含まれるべきである。また、心の健康づくり

のしくみをつくるため、保健室やカウンセリング

ルームを開かれた場として活用し、相談体制の充

実をはかることが急務である。事業場としての学

校の労働安全衛生対策についても推進するべきで

ある。 

○ 子どもの心の診療体制の整備の推進 

 こうした視点に立ち、子どもの心身をともに丁
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寧に診療できる医師の養成が求められる。 

○ いじめをなくすための家庭、学校、地域の連

携 

 いじめを予防し、早期に介入するためにも、子

どもが気軽に相談できる電話相談や、家庭、学校

だけではなく地域ぐるみで対応できるような人権

擁護委員などによる人権対策も視野にいれる必要

がある。 

○ 自殺未遂、自殺後のかかわった人へのトラウ

マのケア 

 身近にいる親など、周囲にいるものにとって若

い命が失われることの喪失感や衝撃は想像を超え

るものである。こうしたトラウマに対応するため

に、このような人たちを温かく支援するしくみが

必要である。 

  

２．子どもの自殺の実態と現在すでに実施
されていること 
  

1979 年のいじめ自殺という言葉が登場した年、

アイドルの自殺の後に誘発されたかのように自殺

が続いた。1986年は、突出しているかのようだが、

平均して300人前後で推移。自殺率でみると、少

子化傾向のために上昇しているとも考えられる。

全自殺者の中に占める未成年者の割合は約 2％で

ある。 

 すでに、こうした実態および自殺総合対策大綱

を受けて、文部科学省では、教師が「ゲートキー

パー」になるよう「教師が知っておきたい子ども

の自殺予防」という手引きが作成され、平成 21

年3月に配布されている。ここでは、自殺を予防

する知見を提供し、未然に自殺を予防する対策に

ついて記載されている。内容的には以下のことが

項目として立てられている。 

○ 自殺の予兆を知る背景 

（自傷行為、自殺未遂、心の病、家庭環境の問題、

独特のパーソナリティ、喪失体験など危機への遭

遇、孤立感など対人関係の問題、安全や健康を守

れない傾向） 

○ 自殺直前のサイン 

（自殺のほのめかし、興味を失う、集中できなく

なる、動物や年下の子へ虐待、自殺計画の具体化、

成績が落ちる、落ち着かない、投げやりな態度、

身なりの変化、身体の不調、不登校、引きこもり、

乱れた性行動、自傷行為、過度に危険なことをす

る、自殺について文章を書いたり、絵を描いたり

する、けがを繰り返す、アルコールや薬物の乱用、

家出など非行、喪失体験、整理整頓・大切なもの

をゆずるなどの別れの用意） 

○ 対応の原則—TALKの原則 

(1)Tell： 

言葉に出して心配していることを伝える 

(2)Ask： 

「死にたい」という気持ちについて、素直

に尋ねる 

(3)Listen： 

絶望的な気持ちを傾聴する 

(4)Keep safe： 

安全を確保する 

○ 対応の留意点 

(1)ひとりで抱え込まない： 

チームによる対応をする 

(2)急に子どもとの関係を切らない： 

関わりすぎて疲れ、急に関係を切ってしま

うことは子どもに不安を与えるので、継続

的な関係は維持する 

(3)秘密にしてほしいという子どもへの対応：

子どもの気持ちを尊重しつつも、保護者や

その他の教員と相談する 

(4)リストカットへの対応： 

あわてないで関係機関につなげる 

○ 自殺に追いつめられる子どもの心理 

 発作的にとみえる自殺も、背景には、リスキー

な心理状態（孤立感、無価値観、絶望感、心理的

視野狭窄）が続いていると思われ、少なからずSOS

のサインをみせているとも考えられ、早期介入が

求められる。 

 

Ｃ．考察 
３．今度対応すべき課題 
 

3.1 子どもの特徴を把握する 

  

追いつめられやすい心理的特徴として、すでに
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いくつか先の手引きなどにも盛り込まれているが、

多くのエビデンスが報告されていることから、さ

らに具体的に指摘し、そうした心理的特徴に対応

できるような予防教育を考えていく必要がある。

具体的には下記にあげた。これらは、これまでの

知見でいくつか報告されている心理的特徴がある

が、心理的な面の把握が難しい原因として、もと

もとそのような特徴をもつために、ストレスに直

面して自殺に自分を追い込みやすいのか、むしろ、

いじめや引きこもりなどの状況に陥ったがために、

そのような心理的特徴になるのか因果関係がわか

りにくいことである。しかし、いずれにしても下

記の心理的特性を獲得していくことは、良好な人

格形成およびストレスへのコーピングにおいて重

要であると判断される。 

(1) ソーシャルスキルの不足（対人関係のスキル、

助けを求めるスキル、問題解決のスキル、感

情をコントロールするスキル）：自殺には孤

独感が強く背景にあることから、親子関係、

仲間関係など良好な関係を築くソーシャル

スキルが必要である。また、精神的に追いつ

められた場合には、助けを求める力が求めら

れる。 

(2) 自尊心、自己効力感が低い（自分の存在にほ

どほどの満足感を抱けず、何かがやれるとい

う気持ちが少ない）：いじめが原因にしろ、

その他のことが原因にしろ、自分の存在に意

義を感じ、何かがやれるという効力感をもつ

ことは、生きる意欲をもたらすことができる。

したがって、「まあまあこれでやっていける」

といった気持ちをもたせるよう、自尊心や自

己効力感を高める教育が求められる。 

(3) レジリエンスが低い（あるいは忍耐強さが低

く、傷つきやすい）：同じようなストレスに

直面しても、すぐに挫折してしまう人もいれ

ば、たくましく立ちあがれるものもいる。こ

の原因として、レジリエンス（粘り強さ）と

いう心理的特性が関わっているといわれて

いる。この心理的特徴を解明し、レジリエン

スを育てる教育が求められている。 

(4) 時間的展望のゆがみ（過去をふりかえったり、

現在について考えたり、未来を予測する力が

健康的でない）：子どもの発達に応じて、ま

た状態に応じて、どれくらい過去をふりかえ

られるか、未来を予測できるかといったこと

や、バイアスがかかるかどうかなどの発達的

な研究がなされている。こうした時間的展望

が歪んでいると、もうだめだといった心理的

状況に陥りやすいと考えられる。したがって、

こうした良好な時間的展望ができるように

支援することが求められる。 

  

3.2 いまだ十分に実施されていない課題を要約

する 

  

下記の点について、まず知識の共有が不徹底で

ある。どのくらいの年齢でどのような理解をして

いるのかといった子どもの発達についての知見や

具体的な教育方法についてのエビデンスがまとめ

られていない。また、さまざまな知見で子どもと

日々かかわっている学校教師にこうした知識が伝

えられていない。具体的に不足している知識は以

下にある。 

(1) 子どもの発達についての理解不足といのちの

教育や道徳教育が不十分 

 子どもの発達に応じて、死や命の理解が違うと

いうエビデンスは 1970 年代からアメリカでは死

の教育についての研究が多くなされているが、日

本では体系的になされていない。家族が最後を看

取ることがなく、メディアによる仮想現実に浸る

時間が長くなり、生と死についての教育が必要な

のではないか。具体的に下記のエビデンスをもと

に考えられる必要がある。 

○ 生き物への認識が未熟：大人の成熟した死の概

念（不可逆性、無機能性、普遍性、因果性など）

に比べると、生き物についての認識の発達が十分

でない。幼児は、なんでも生きているというアニ

ミズムの影響が強いが、しだいに、動いているも

のは生きている、自分から動くものは生きている、

といった段階に変化し、小学校に入ることになる

と科学教育の影響を受けてくる。小学生では9歳

ぐらい迄、死ぬと生き返らないことを理解するよ

うになるが、低学年では再生願望が強いほか、自

分には起こりえないと考える。10歳以上になると
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現実に即した概念をもつようになる等様々な研究

がある。 

○ 死の実態や予防できることの理解不足につい

て：社会経験の不足のためか、病死や殺人、事故

死など「死」にはいろいろあることの理解などが

充分でない。最近では、インターネットやテレビ

ゲームなどの遊びの時間が長くなり、仮想現実の

世界に浸りきることから、攻撃性やいらつき、暴

力行動の模倣などとの関係が指摘されている。ま

た、現実に友達と遊ぶ時間が減少することから、

けんかの程度がわからず過度にいじめるなど、思

いやりやソーシャルスキルが育たないなどの問題

が指摘されており、心の教育の必要性が求められ

て来ている。 

(2) 学校予防教育の導入の不徹底 

学校にかかわるあらゆる危機をどのように予防

するか、また、どのように対応するかについて、

充分なフレームワークがない。まず、自殺予防と

いじめ予防、非行対応などのマニュアルについて

は、それぞれ別々に作成されているが、学校にか

かわる危機として統合されていない。そのために、

複合的な危機に対応できない。いじめと非行問題

が山積しているなかで、誰かが自殺、といった場

合、どのマニュアルをもとにするのかわからなく

なるという問題がある。しかも、具体的なマニュ

アルの作成や対応は、各学校の校長をリーダーに

任されており、熱心な学校とそうでない学校に大

きな偏りがある。学校内の役割や家庭や地域との

連携のしくみが確立されていないと管理職まかせ

となり、管理職がなんらかの危機で動けないと、

学校全体が予防（prevention）機能や介入

（intervention）機能がなくなる。また、備え

（preparedness）が当然必要である。子どもだけ

でなく、自殺などを体験した学校スタッフのケア

まで十分に対策が練られていない。実際に起きた

場合に、教師のトラウマ問題が起きると考えられ

るが、管理職など十分に対応策がつくられていな

い。 

(3) 教員やスクールカウンセラーのトレーニング

が十分でない 

 マニュアルの配布で対応が終わっている場合が

少なくない。マニュアルどおり、あるいは状況に

応じた適切な対応を実際に可能にするためには、

具体的にシミュレーションするなどの行動リハー

サルや、何に留意するべきかといったメタ認知的

な視点が重要である。そのため、子どものソーシ

ャルスキルやレジリエンス、問題解決能力、感情

リテラシーを育てるためにソーシャルスキルトレ

ーニングなどの望ましい人格形成およびストレス

への対応策を意図した心理教育の導入が基本的に

実行されるべきである。 

(4) 子どもや家族を支援する対応など、支援の組

織の連携がうまくいっていない場合もある。学校

対応、地域の対応など関係諸機関の連携は自治体

に依存しており、自治体をこえて、参考になるモ

デルなどを国全体で共有できていない。もちろん、

その自治体の文化や環境を考慮したものが必要で

あるが、普遍的に留意すべきことを徹底しておく

ことも必要に考えられる。 

 

Ｄ．結論 
４．実行可能な自殺予防を含む学校予防教
育の希望 
  

上記の問題をふまえて、保護者ならびに学校関

係者や関係者はまず、子どもたちの発達について

これまで明らかになっているエビデンスを理解し、

そのうえで、教育のなかにどのように取入れるか

を具体的に判断し実行していくべきであろう。 

 

4.1 子どもの生と死の概念の発達について学ぶ 

  

幼児期、児童期、青年期の死の概念や自殺につ

いての理解についてはわが国でも多々研究されて

いる。このうち、共有しておくことが教育に役立

つ知識を抜粋し、研修等を通して学ぶことが求め

られる。具体的には、死の概念研究、死の概念の

定義、死の概念の発達、死別体験、希死概念、死

の概念の獲得に及ぼす影響、メディアのもたらす

攻撃性、などの内容である。 

 

4.2 具体的な学校予防教育 

 

4.2.1 直接的ないのちの教育 
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 子ども達の自殺の問題や人を殺める犯罪の増加

を考えると、戦後の死の問題のタブー傾向から脱

却して、いのちの尊さの認識を深める教育が必要

なのではないかという考えは、わが国では 1980

年代から久しく叫ばれている。核家族化、少子化

のために家庭で死を看取ることがなくなり、遊び

でヴァーチャルな世界で過ごす時間が長くなり、

生身の人とふれあう機会の減少が、子どもたちの

死や生に関する認識をゆがめているのではないか

と危惧されている。現実に若い親による虐待の問

題や、通り魔事件を起こす若者がネットやゲーム

の世界に浸っている実態が報道されるにつけ、い

のちの教育が必要であると考えられる。現実に、

わが国では、2007年の自殺総合対策大綱をもとに、

2011 年 8 月に、「小中高で自殺予防教育」の提案

が文部科学省から提案された。また、大学生の自

殺による死亡が、1996年以降死因の一位となって

いることから、大学生迄を含めた自殺予防教育を

考える必要がある。こうした背景から、さまざま

な研究者からも、死の準備教育、Death Education、

いのちの教育といった具体的な自殺予防教育がい

くつか提案されている。 

 

4.2.2 良好な人格形成を育む教育 

  

自殺予防に特化した教育ではないが、自殺を予

防できる人格特性であるソーシャルスキル（孤独

にならず、人に援助を求めたり、円滑な対人関係

を築ける）や、感情のコントロール（うつになっ

たり、攻撃を自分や人に向けすぎない）などを育

てる学校予防教育がわが国でも導入されつつある。

また、思いやりや道徳性を育てる教育も有益であ

ろう。こうした教育はいまだ、自治体によって取

り入れられ方に温度差があり、わが国の学校で一

斉に導入されていない。また、教員がこうした教

育を実施するのか、学校カウンセラーが実施する

のかがまちまちである。欧米では学校カウンセラ

ーが対応しているが、もしわが国の場合に、教員

が対応していく方がきめ細かに対応できるのであ

れば、教員養成時にこうした心理教育を実践でき

るようにしておく力を獲得しておくことが、教員

自身の資質向上のためにも必要ではないかと考え

られる。したがって、教員研修のカリキュラムへ

盛り込むことがもとめられる。 

 参考までに、思いやりに焦点を当て絵本や物語

を教材に実践されているプログラムや、先に述べ

たソーシャルスキルや感情教育を具体的な教材を

紹介しながらまとめられている文献を章末に掲載

しておく。 

  

4.3 学校予防教育（あらゆる学校危機に対応し、

学校を安全な場に保つ教育） 

  

自殺のみならず、あらゆる学校危機に対してど

のように予防し、事態が起きたときに介入し、そ

の後どのようなことに配慮すればよいのか、すべ

てのプロセスを想定した学校危機予防のフレーム

ワークを体系的に考えておくことが必要に思われ

る。予防するためには、学校内外の連携ができて

いるか、学校がかかげる目標が皆に理解できるイ

ンパクトのあるものになっているか、学校スタッ

フの組織が機能的で協力的か、学校が子ども達に

とって安全、安らぎを感じる場所になっているか

といった物理的環境（家具の配置、掲示などすべ

て）、先のも述べた予防教育などがしっかりトレー

ニングされているか、などをあらかじめチェック

しておくことが必要である。日本ではまだモデル

になるフレームワークがないが、アメリカやヨー

ロッパではスクールカウンセラーや教員を中心に、

モデルがつくられ毎年トレーニングが実施されて

いる。 

 

【ヨーロッパ型】 

○ESPCT(European School Psychology Centre for 

Training)モデル(http://www.espct.eu) 

ヨーロッパにはたくさんの国々が隣接している

わけであるが、国を越えて学校に危機が生じた後、

どのように対応していけばよいのか、その役割を

学校スタッフに求める機運が強くなっている。こ

のモデルは、ヨーロッパ、イスラエル、アメリカ

で10年以上の実践経験をもつ。日頃から暴力や攻

撃の種を減らして行くとともに、学校を安全な場

にする必要があること、また、その安全だという

感覚が、私たち人間の不安や恐れなど生物的な反
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応を緩和する上で重要だと指摘している。そのた

めにも学校が子ども達の攻撃性を減じ、情緒的な

安定やウエルビーングを促すシステムを構築する

ことが求められている。こうしたシステムが確立

することはまた、子ども達だけでなく学校スタッ

フすべてのレジリエンスを産み出すことにつなが

る。危機をマネジメントする鍵になるのが計画で

ある。Prevention 、Preparation、 Intervention

の機能がうまく統合していくことが求められる。

最初に大切な段階のPreventionでは、「安全、安

心の風土をつくりだすこと」。つぎに、Preparation

の段階。こうした安心、安全の感覚をもたらすカ

リキュラムを考えることが求められる。いつ、何

を、どのようにといったことを誰でも思いつくよ

うに知識と実践を身につけるカリキュラムの構築

である。そして、Interventionの段階では、ただ

ちに命を守り心理的なケアが与えられる機能が発

揮されなければならない。そのための心理教育や

コーピングのスキル、メディアへの対応など具体

的な実践力が求められる。危機後の学校スタッフ

や子ども達にとって学校を再び安全な場所にして

いくための介入とPTSDなどのアセスメントや適

切な対応が求められる。 

 

【アメリカ型】 

○ 学校危機予防カリキュラムモデル 

PREPaRE(http://www.nasponline.org/prepare/pr

epare_publications.pdf) 

 このフレームワークのベースには、アメリカ教

育省の危機管理の考え方があり、Preparedness→

Response→ Recovery→ Prevention-Mitigation

→ 始め、へといったサイクルがある。 

 
 

このカリキュラムには２つのワークショップがあ

る。具体的な内容として、学校の安全性や危機予

防のために、身体的だけではなく心理的な安心が

大切であることや、危機チームの必要性と計画、

特別な配慮の必要性等が取り上げられている。心

理状態やPTSDのアセスメントも重視されており、

適切で迅速な対応ができるようにトレーニング内

容が充実している。支援や介入には、個別、クラ

スなどサイズや問題に応じた心理教育や心理療法

が必要なことも指摘されている。こうしたカリキ

ュラムは常に評価され効果を示すエビデンスが求

められることが指摘されている。実際にトレーニ

ングを受けた人たちは、危機予防や対応に向けて

必要な知識を獲得できたという満足感が高い。予

防から復興までの一貫したフレームワークづくり、

皆が理解し合える概念をもつこと、コラボレーシ

ョンとコミュニケーション、身体的及び心理的な

安心感や安全感覚、支援のサステナビリティ、法

律等と照らし合わせた安全な学校環境づくり、学

習環境を取り戻すこと、などの重要性が示唆され

ている。

Conceptual Framework 

Examine the effectiveness of crisis prevention and intervention E 

Provide interventions  

and 

Respond to psychological needs 

P 
a 
R 

Evaluate psychological trauma risk E 

Reaffirm physical health and perceptions of security and safety R 

Prevent and prepare for psychological trauma P 
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